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６－１ 研究背景・目的 

我が国における交通事故死者数の内，歩行者および自転車が 51%を占めており，欧米諸国の

14%~27%と比較すると極めて深刻な状況である。限られたリソースの中で道路の安全性を効果的に高

めるためには，地点別の事故危険性評価および優先対策抽出を的確に行うことが必要不可欠である。 

そんな中，ヒヤリハットなどの市民の経験的な情報を収集・活用することにより，優先対策地点を

抽出しようとする取り組みが行われている。しかしながら，事故データやプローブデータによる客観

的な情報と，市民による経験的な情報を活用して危険地点を抽出するという手法は確立されていない。

そこで本研究は，危険地点抽出を念頭において，客観情報と経験情報の比較を行うこと目的とする。 

６－２ 研究方法 

（１）対象地域 

対象地域は愛知県豊田市とした。豊田市は，愛知県で名古屋市に次いで 2番目の人口を有し，人口

が名古屋市の約 1/5であるものの，事故件数は約 1/3と人口に対して事故件数が多い都市である。 

（２）研究手順 

走行実験では交差点進入時の車両挙動に影響を与える要因として，見通しなどの交差点固有の要因

（静的要因）に加え，歩行者や対向車の有無などの走行時の状況で異なる要因（動的要因）について

も記録している。一般のプローブデータには動的要因に関する情報はないため，まずは走行実験デー

タの交差点進入時の車両挙動について動的要因の有無別に分析を行い，得られた知見をもとにプロー

ブデータを用いて同地点における車両挙動分析を行った。そして，事故につながると考えられる危険

挙動特性を定量的に表現するための指標を検討した。 

（３）ヒヤリハットデータ 

2019 年に豊田都市交通研究所が豊田市の全小学校の 4 年生とその保護者を対象に実施した調査デー

タを使用した。小学 4年生には自身が歩行者，自転車運転中ヒヤリハット体験が調査され，保護者に

は自動車運転中のヒヤリハット体験が調査されている。 

（４）事故データ 

愛知県警提供の2010年~2019年の10年間の小学生の歩行者・自転車事故のデータを子どもの事故，

2015年~2019年の 5年間の歩行者・自転車事故のデータを全年齢の歩行者・自転車事故とした。 

（５）分析手法 

まずヒヤリハットデータと事故データについて，大人と子どもに区分した発生場所に関する集計分

析を行った。また，市道交差点別のヒヤリハット発生件数別の平均事故件数の分析を行った。ここで，

市道交差点とは，接続する全道路が市道である交差点であり，図 6-2-1 に示すように，交差点中心か

ら 30m以内で発生したヒヤリハットおよび事故の件数をカウントした。さらに，ヒヤリハット件数及

び全年齢歩行者・自転車事故件数を目的変数とした負の二項回帰モデル分析(式(1))を行った。 

𝑌𝑖~𝑁𝐵(𝜇𝑖, 𝜙),     𝜇𝑖 = exp(𝛽0 + Σ𝑘𝛽𝑘𝑥𝑖𝑘)     (1)

ここで，𝑌𝑖は交差点𝑖のヒヤリハット件数または事故

件数，𝜇𝑖はその期待値，𝑥𝑖𝑘は交差点𝑖の𝑘番目の説明

変数，𝛽0, 𝛽𝑘𝑖, 𝜙はパラメータである。 

また，子どもの事故の発生有無を目的変数とした

二項ロジスティック回帰モデル分析も行った。 

６－３ 結果 

（１）集計分析 

図 6-3-1にヒヤリハットデータ，図 6-3-2に事故デ

ータの発生地点が交差点か交差点以外かの集計結果
図 6-2-1 各交差点の 

ヒヤリハット件数・事故件数のカウント
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を示す。両データにおいて，大人，子どものどちらも交

差点を発生地点とする割合が約 70%であることが分か

る。 

（２）市道交差点におけるヒヤリハット件数と事故件数 

図 6-3-3および図 6-3-4は，それぞれ子どもの事故お

よび全年齢の事故についての，ヒヤリハット件数別の平

均事故件数を示したものである。どちらにおいてもヒヤ

リハット件数が 3 件までの交差点では，ヒヤリハット

件数と平均事故件数が比例関係にあることが分かる。し

かし，ヒヤリハット件数が 4 件以上の地点では比例関

係ではなくなっている。危険地点の抽出において，ヒヤ

リハット件数と事故件数との関係を確認することが重

要であることを示唆している。 

（３）回帰分析 

表6-3-1に統計モデルを用いたヒヤリハット件数及び事

故件数を目的変数とした回帰分析の結果を示す。事故件

数を目的変数としたモデルでは,説明変数にヒヤリハッ

ト件数を含めない場合に比べて，含める場合の方が若干

適合度が向上した。また，ヒヤリハット件数を目的変数

とした分析では，小学校生徒数と人口が有意となった一

方で，事故を目的変数としたモデルでは，これらの説明

変数は有意とはならなかった。これは,校区の小学生数

や人口といった指標はヒヤリハット件数には直接的に

影響するのに対し，事故件数に対しては暴露量を示す間

接的な指標に過ぎないためであり，ヒヤリハット件数

は，暴露量と地点の危険性という両方を含んでいるため

に，より直接的に影響したためだと考えられる。 

６－４ まとめ 

本研究では市道交差点においてヒヤリハット件数と

事故件数との関係分析，および両者を組み合わせたモデ

ル分析を行った。その結果，ヒヤリハット件数と事故件

数は必ずしも線形関係にあるわけではないこと，事故件数を説明する場合には人口などの指標に比べ

ヒヤリハット件数の方がより直接的な指標になり得ることが示唆された。今後は，本研究で明らかに

した特性を用いた統計モデルの作成や，その有効性の検証していく必要がある。 
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図 6-3-1 ヒヤリハット発生地点内訳 

（交差点，交差点以外） 

図 6-3-2 事故発生地点内訳 

（交差点，交差点以外） 

図 6-3-3 ヒヤリハット件数別の 

平均事故件数（小学生の事故） 

図 6-3-4 ヒヤリハット件数別の 

平均事故件数（全年齢の事故） 

表 6-3-1 統計モデル分析結果 
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